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特定非営利活動法人（いわゆるＮＰＯ法人）とは 

 

１．特定非営利活動とは（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号。以下「法」

という。）第２条第１項） 

次に掲げる活動に該当する活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進

に寄与することを目的とするもの。 

（１） 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

（２） 社会教育の推進を図る活動 

（３） まちづくりの推進を図る活動 

（４） 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

（５） 環境の保全を図る活動 

（６） 災害救援活動 

（７） 地域安全活動 

（８） 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

（９） 国際協力の活動 

（１０）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

（１１）子どもの健全育成を図る活動 

（１２）情報化社会の発展を図る活動 

（１３）科学技術の振興を図る活動 

（１４）経済活動の活性化を図る活動 

（１５）職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

（１６）消費者の保護を図る活動 

（１７）前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援

助の活動 

 

２．特定非営利活動法人とは（法第２条第２項及び第１２条） 

 上記１．の活動を行うことを主な目的とし、次のすべてに該当する団体であって、

法により設立された法人。 

 （１） 営利を目的としない団体であって、社員の資格の得喪に関して、不当な条

件を付さないこと。 

 （２） 営利を目的としない団体であって、役員のうち報酬を受ける者の数が、役員

総数の３分の１以下であること。 

 （３） 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主た
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る目的とするものでないこと。 

 （４） 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とす

るものでないこと。 

 （５） 特定の公職の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職

にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする

ものでないこと。 

 （６） 暴力団でないこと。 

 （７） 暴力団又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を

経過しない者の統制の下にある団体でないこと。 

 （８） １０人以上の社員を有すること。 

 

３．特定非営利活動法人の原則（法第３条） 

（１） 特定非営利活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目

的として、その事業を行ってはならない。  

（２） 特定非営利活動法人は、これを特定の政党のために利用してはならない。 

 

以下、公益法人と特定非営利活動法人との比較概要は別表のとおり。 
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法人名 公益法人（社団法人・財団法
人）

特定非営利活動法人

根拠法 民法第３４条 特定非営利活動促進法

設立主義 許可主義（主務官庁の許可）
主務官庁：内閣総理大臣、各省
大臣、都道府県知事

認証主義（所轄庁の設立の認証
（必要書類を提出））
所轄庁：内閣総理大臣、都道府県
知事

理事等定数 ・１人又は数人
・任期は、法律上は規定なし

指導監督基準†：
原則として２年

・３人以上
・任期は２年以内、ただし、再任
可

監事等定数 ・１人又は数人（任意）
指導監督基準：
・必置
・任期は原則として２年

・１人以上
・任期は２年以内、ただし再任可

役員等構成 （法律上）規定なし
指導監督基準：
・理事のうち、同一の親族、特
定の企業の関係者、所管官庁の
出身者は３分の１以下
・理事のうち、同一業界の関係
者は２分の１以下

各役員につきその配偶者又は三親
等内の親族が１人以内かつ当該役
員並びにその配偶者及び三親等内
の親族が役員総数の３分の１以下

監事兼職禁止規定 （法律上）規定なし
指導監督基準：
理事との兼職禁止

理事又は特定非営利活動法人の職
員との兼職禁止

社員総会又は評議員
会

社団法人：社員総会
財団法人：（法律上）規定なし
指導監督基準：
・財団法人において評議員会原
則設置
・理事と同数程度以上が望まし

い（運用指針‡）

社員総会

監督規定 主務官庁による監督上必要な命
令
主務官庁による業務及び財産の
状況の検査

所轄庁による業務若しくは財産の
状況等の検査
所轄庁による改善命令
所轄庁による警察庁長官,警視総
監又は警察本部長からの意見聴取
（相当な理由等がある場合）

設立許可取消等 設立許可取消し 所轄庁による設立認証の取消し

　別表　　　　　公益法人と特定非営利活動法人の比較概要★

★内閣官房資料より作成
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計算書類等の作成・
備置書類

（法律上）財産目録の作成
・事務所への備置のみ
指導監督基準：
①定款又は寄付行為
②役員名簿
③（社団法人の場合）社員名簿
④事業報告書
⑤収支計算書
⑥正味財産増減計画書
⑦貸借対照表
⑧財産目録
⑨事業計画書
⑩収支予算書を作成、主たる事
務所及び所管官庁に備置

①事業報告書
②財産目録
③賃借対照表
④収支計算書
⑤役員名簿
⑥社員10人以上の名簿
を作成、主たる事務所に備置し、
年に１回、上記書類及び定款等
（変更のあった場合）を所轄庁に
提出

計算書類等の作成・
備置書類閲覧対象者

（法律上）規定なし
指導監督基準：
原則として上記①～⑩につき一
般の閲覧

・社員その他の利害関係人の請求
により上記①～⑥の書類又は定款
等の閲覧
・所轄庁において上記①～⑥の書
類又は定款等につき閲覧

外部監査の義務づけ （法律上）規定なし
申合せ：
一定規模（資産額100億円以上
若しくは負債額50億円以上又は
収支決算額10億円以上）以上の
公益法人に対し、各府省より要
請

規定なし

解散法人の残余財産
分配

①定款又は寄付行為で指定した
者に帰属
②理事は主務官庁の許可を得て
当該法人の目的に類似の目的の
ために処分
③国庫に帰属

①定款で定めた者（国、地方公共
団体、特定非営利活動法人、公益
法人、学校法人、社会福祉法人、
更生保護法人）に帰属
②清算人は所轄庁の認証を得て国
又は地方公共団体に譲渡可能
③国庫に帰属

合併等に関する規定 なし あり

収益事業等の実施 （法律上）規定なし
指導監督基準：
・公益事業の推進に資するもの
で、公益事業費を賄うのに必要
な程度の規模、公益法人として
の社会的信用を傷つけないもの
につき実施可能
・区分経理（運用指針）
・収益事業の支出規模は総支出
額の２分の１以下
・収益事業の利益の２分の１以
上を公益事業のために使用

・特定非営利活動に係る事業に支
障がない限り、その収益を当該事
業に充てるための収益事業実施可
能
・区分経理

‡運用指針：
　「公益法人の設立許可及び指導監督基準の運用指針」について　（平成８年１２月１
９日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ）

†指導監督基準：
　「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月２０日閣議決定）
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